
資料 　　　　　　鳴門市における総合事業の通所型サービスの概要

基準 従前の通所介護相当 一般介護予防事業

サービス種別 ①　通所介護
②　通所型サービスＡ

（緩和した基準によるサービス）
③　通所型ｻｰﾋﾞｽＢ
  （住民主体による）

④　通所型サービスＣ
（短期集中予防サービス）

⑤いきいきサロン事業

サービス内容
介護予防通所介護と同様のサービス
生活機能の向上のための機能訓練 等

運動・レクリエーションや閉じこもり予防等、心身機能の維持・
向上のためのプログラムの実施

未実施
地域介護予防活動支援事業により高齢者サロン活動を
展開

理学療法士、作業療法士等による生活機能の向上のための機
能訓練・運動・レクレーション等

介護予防に資する住民運営の通いの場づくり
・体操、運動等の活動
・趣味活動等を通じた日中の居場所づくり

対象者
・

サービス提供の
考え方

○従前相当サービスの利用が必要な方で次のいずれかに該当す
る場合

・　基本チェックリスト運動機能５項目全て該当の場合もしくは、運
動３項目以上該当かつ入浴の直接介助が必要な場合
・　要支援認定の方：主治医意見書で認知症高齢者日常生活自
立度Ⅱｂ以上の場合及び長谷川式簡易知能評価スケール２０点
以下(中等度)の場合
・　精神疾患等により不安定な状態にあり、随時関わりが必要な
場合

※状態の改善・意欲の向上等みられた場合は、一定に留まらず、
多様なサービスの利用を促進

○従前相当のサービス対象者以外であり、介護保険事業所に
よるサービスが必要な場合
（例）
　・　入浴・送迎・活動時の見守りや、食事の確保が必要な者など

※状態等を踏まえながら、通所型サービスＢや一般介護予防
事業に移行していくことが重要

○体力の改善に向けた支援が必要なケース
○ADL・IADL の改善に向けた支援が必要なケース
（例）
・　骨、関節疾患、肺炎等一時的な体調の悪化により、廃用化が進行し、
ADL
　IADL が著しく低下している者
・　認知症（中等度以下）があり、他の通所サービスでは対応が難しく、個
別
　ケアを受けながら脳の活性化を図り、認知症の進行を緩やかにできると
見込ま
　れる者等

※3～6 ケ月の短期間で行う

○主に日常生活に支障のない者で
あって、通いの場に行くことにより介護
予防が見込まれるケース

※居住する地域の中で通いの場を創出
　することで、地域で支え合う仕組みづくり
　へつなげる

実施方法 事業者指定 事業者指定／委託 直接実施／委託 補助

サービス
提供者（例）

介護予防通所介護事業所の従事者
（介護従事者）

介護予防通所介護事業所の従事者
及び介護部門新規参入事業者（NPO・ボランティア等）

ボランティア主体
保健・医療の専門職・職能団体

（市の直接実施可能）【２次予防から移行、事業所委託分は停
止】

地域住民主体（地域住民から依頼を受けた事
業者による実施も検討）

基　準 予防給付の基準を基本 人員等を緩和した基準 個人情報の保護等の最低限の基準 内容に応じた独自の基準 個人情報の保護等の最低限の基準

介護報酬・単価
従前の予防給付と同様、国保連経由で審査支払
１回あたり436単位～447単位（要支援１は週１回、２は週２回）

従前相当ｻｰﾋﾞｽの９割  6,000円／人程度（上限月１回）で検討  6,000円／人程度（上限月１回）で検討

利用者負担 １割。一定以上の所得がある人は２割もしくは３割 １割。一定以上の所得がある人は２割もしくは３割 利用者負担なし 事業実施者の設定による

限度額管理 限度額管理の対象。国保連で管理 限度額管理対象／委託時は直営管理 実施しない なし

管理者
・常勤１名
・専従。ただし支障のない場合、兼務可

・１名（非常勤も可）
・兼務可

生活相談員 専従１人以上（時間換算） 1人以上（兼務可）

（准）看護師 専従１人以上（時間換算） 不要（体調急変時には、(准)看護師と連携が取れていること）

従事者（介護職
員）数

利用者数15人までは専従1人以上、
利用者数16人以上は上記に加え利用者1人につき専従0.2以
上

緩和型のみ実施の場合、利用者数15人までは専従1人以上、利用者数
16人以上は上記に加え利用者1人につき専従0.1以上。現行のサービスと
一体的にする場合は、利用者１人につき専従0.1以上。

設備
食堂・機能訓練室（3㎡×利用定員以上）、静養室・相談室・事
務室、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備、その
他必要な設備及び備品

サービスを提供するために必要な場所（３㎡×利用定員以
上）、必要な設備・備品

実施に必要な場所、設備・備品

個別サービス計画 必要 必要に応じて作成 不要

サービスの提供拒否 規定無

資格・認定の有無等の確認 被保険者資格の確認

心身状況等の把握 不要

利用料等の受領 実施内容・設定による

利用者に関する
市への通知

要支援状態又は要介護状態になったとき

その他の順守
事項

従事者の清潔保持・健康状態の管理、従事者
又は従事者であった者の秘密保持、市町村が
実施する事業への協力、事故発生時の対応、
休廃止届、便宜提供、記録の整備（一般介護予
防事業としての）

安全配慮

利用者のモニタリング １か月１回 ３か月１回 不要

※緩和型サービスの基準は従前相当サービスと一体的にしない場合のもの。一体的に行う場合は管理者、相談員、看護師、介護職は一体的にしている現行の通所介護等の人員で可。

※機能訓練指導員は緩和型サービスのみ実施する場合でも必要。

保険加入の義務

※ 従前相当サービスの運営基準については、「指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」及び「指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について」を準用するものとする。

従事者の清潔保持・健康状態の管理、従事者又は従事者であった者の秘密保持、苦情処理、市町村が実施する事業への協
力、事故発生時の対応、休廃止届、便宜提供、会計の区分、記録の整備

サービス担当者会議等を通じた心身状況等の把握が必要

被保険者資格、事業対象者・要支援認定の有無及び要支援認定の有効期間の確認

必要

多様なサービス

個々の委託契約により定める

要支援状態の程度を増進又は要介護状態になったとき、不正行為により保険給付を受けようとするとき

実施に必要な人員を確保
（いきいきボランティアポイント事業の活用を検

討）

禁止


